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３－３ パレスチナ側分担事業の概要 

 

日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力は自助努力による開発への支援を目的にし

ており、この方針に基づき日本国政府は受益国側にも応分の負担を設定している。この原

則は世界中の全ての受益国に対し、平等に適用されている。従って、日本国政府が本プロ

ジェクトの実施を決定した場合、パレスチナ側は以下の措置を講じなければならない。 

 

（１） 本プロジェクトに必要な資料・情報を日本側に提供すること 

 

（２） 本プロジェクトに必要な土地を用意し、MEHE が建物を建設する権利を確保する

こと 

 

（３） 本プロジェクトの実施に先立ち必要となる、既存施設および障害物の解体撤去工

事を行うこと 

 

（４） 完成後に緑化エリアに植採を実施すること 

 

（５） 完成後の施設に必要となる電力、上水道、電話その他付随的設備の敷地内への引

き込みと接続工事を行うこと 

 

（６） 本プロジェクトに含まれる基本的な家具・機材を除き、完成後の施設に追加する

必要がある家具・機材の調達を行うこと 

 

（７）  本プロジェクトによって建設される建物の適正な運営・維持管理に必要となる人

員と予算を確保すること 

 

（８） 日本にある銀行との銀行取り決めに基づき包括的支払い授権書にかかる通知手数

料、および支払手数料を負担すること 

 

（９）  調達代理契約及び調達代理機関と交わす各契約に基づいた物品および役務の提供

に関し、パレスチナ西岸地区で課される関税、国内税、およびその他課税を免除

すること 

 

（１０） 調達代理契約及び調達代理機関と交わす各契約に基づいて、本プロジェクトに携

わる個人がパレスチナ西岸地区に入域し、滞在する場合に必要な便宜を与えるこ

と 

 

（１１） 本プロジェクトの下で建設される施設を MEHE の管轄の下に適正かつ効果的に

使用し維持すること 
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（１２） 建設期間中必要となる資材置場、現場事務所用地を可能な限り計画敷地に近い場

所に確保し、工事期間中を通して無償で施工業者に貸与すること 

 

（１３） 本プロジェクトのために必要なすべての許可、承諾、権限を取得すること 

 

（１４） 本プロジェクトの範囲内で日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負

担される費用以外の全ての費用を負担すること（既存施設解体、インフラの引き

込み・接続工事など） 

 

（１５） 建設工事に先立ち、調達代理機関の協力の下に各種許認可を取得すること、およ

び工事完了や使用開始にあたっての当局の許可が必要な場合はそれを取得するこ

と 

 

（１６） 本プロジェクトの促進のために調達代理機関が便宜的、決定、判断等を要請する

場合は速やかに対応すること 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

３－４－１ 運営計画 

（１）教員配置 

 本プロジェクトの目的は２部制解消のための学校分割移転、校舎借上げの停止、老朽化

校舎の建替えにあり、計画対象校あるいは移転元の既存校において教員はすでに配置され

ている。このため本プロジェクト実施に伴う教員の増員は生じない。 

 

（２）職員配置 

 パレスチナにおける学校職員は、校長、副校長（教員が兼務）、秘書、清掃スタッフから

構成されるが、校長、秘書、清掃スタッフに関しては、計画対象校あるいは移転元の既存

校に既に配置されているため、新たに職員を配置する必要はない。 

 

（３）学校運営 

 パレスチナでは、MEHE が教職員給与にかかる人件費と学校施設の光熱費や通信費など

の運営費を負担している。光熱費や通信費に関しては MEHE が直接電気会社等に支払って

いる。上記以外の学校運営にかかる事務用品や消耗品は各学校予算（生徒からの徴収金、

キャンティーンを賃貸する民間業者からの家賃収入、その他寄付から構成される）から購

入される。なお、学校予算は各校で校長が管理している。 

 

３－４－２ 維持管理計画 

 学校施設の清掃に関しては、各学校に必ず 1 人以上の清掃スタッフが配置されており、

トイレを含めて教室、事務室等は常に清潔に保たれている。清掃スタッフは学校の正職員

として MEHE が雇用している。なお、パレスチナの公立校では生徒は学校施設を清掃する

義務を持たない。 

施設や教育家具の修理やメンテナンス等の費用は原則として学校予算で賄われ、時には

PTA や自治体からの寄付もメンテナンス費用に充てる。維持管理費用が学校予算等で賄う

ことができない場合、地方教育局が財政的、技術的な援助を行う場合もある。 

  



 3-52

３－５ プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 本協力事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 9.16億円となり、先に述べた日本

とパレスチナの負担区分に基づく双方の経費内訳は以下に示す積算条件によれば次の通り

と見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

（１）日本側負担経費  

概算総事業費 904.2百万円 

 

表３－２０ 日本側負担経費内訳 

費目 概算事業費 (百万円) 

建設費 630.4 
施設費 

家具費 27.4 
657.8 

機材費（輸送費含む） 18.1 

調達代理機関費 95.6 

弁護士費 2.8 

施工監理費 129.9 

合計 904.2 

 

（２）パレスチナ側負担経費 

   US$ 113,300.-（約 12.1百万円） 

 

表３－２１ パレスチナ側負担経費 

費目 金額 （千 US$） 日本円換算(百万円) 

電力引き込み・接続費 60.0 6.4 

給水接続費 15.0 1.6 

既存建物解体費 30.0 3.2 
資本経費 

銀行手数料 8.3 0.9 

合計 113.3 12.1 

 

（３）積算条件 

① 積算時点 ：平成 20年 6月 

② 為替交換レート ：１US$= 106.73円 

           ：1現地通貨（NIS） = 31.391 円  

③ 施工・調達期間 ：詳細設計、工事期間は施工工程に示した通り。 

④ その他 ：積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う。 
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３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（１）教職員給与 

 教職員の増員は必要ないため、本プロジェクト実施に伴う教職員給与の追加発生はない。 

 

（２）学校運営経費 

 パレスチナでは学校運営経費（光熱費、通信費等）は MEHE が負担する。本プロジェク

トでは２部制を解消するために Beita 校および Wadi Fara’a 校の午前または午後の部が移

転するための校舎が新築される。16 教室を有する 1 校当りの平均学校運営経費は年間

6,000NIS であるため、MEHE は当該 2 校のために年間 12,000NIS の学校運営経費を負担

する必要がある。 

また、Beit Dajan 校、Jericho 校、Al Fara’a 校の 3 校では施設規模拡大に伴い、各校で

年間約 3,000NIS の光熱費の増加が見込まれる。このため MEHE は当該 3 校のために年間

9,000NIS の光熱費増加を負担する必要がある。 

したがって本プロジェクト実施に伴い、MEHE は年間 21,000NIS の学校運営経費を負担

する必要がある。 

 

（３）維持管理費 

 本プロジェクトで建設する施設は、引渡し後数年間は修理を必要としないと考えられる

が、汚水汲み取りは定期的に行われなければならない。また、5 年、10 年毎に施設の再塗

装を行う必要がある。再塗装と汚水汲み取りの頻度と経費は以下の通りである。 

 

表３－２２ 維持管理費用 

項目 頻度 年間あたり費用(NIS) 

外部柱型、庇、パラペット、

廊下 

10年に 1度 45,738再塗装 

鋼製建具 5年に 1度 2,806

汚水汲み取り 汚水槽が満杯にな

る毎 

145,000

合計 193,544

(約 6,076,000円 1NIS=31.391円) 

 

（４）運営・維持管理費の合計 

 本プロジェクト実施より増加する運営・維持管理費として、光熱費、再塗装費、汚水汲

み取り費がある。このうち、光熱費、5年、10年に一度に行われる再塗装費および、Jericho

校の汚水汲み取り費は MEHE によって負担される。本プロジェクトにかかる運営・維持管

理費の同庁負担金額の合計は年間あたり 98,544NIS であり、この額は 2007/8年度合計予算

1,515.3億 NIS の 0.007％であることから十分負担可能と考えられる。 

 また、Beita 校、Wadi Fara 校、Beit Dajan 校、Al Fara’校の汚水汲み取り年間当たり費

用はそれぞれ 29,000NIS である。この金額は表３－２３によれば各村（あるいは難民キャ
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ンプ）の年間予算の 0.42~2.12％程度であり、負担可能である旨各村より確認を得ている。 

 

表３－２３ 年間運営・維持管理費用 

負担者 費目 年間当たり費用（NIS） 

光熱費（5 校分） 21,000 

再塗装 48,544 

Jericho 校汚水汲み取り 29,000 
MEHE 

小計 98,544 

Beita村 汚水汲み取り 29,000 

Wadi Fara村 汚水汲み取り 29,000 

Beit Dajan村 汚水汲み取り 29,000 

Al Fara’a 難民キ

ャンプ 

汚水汲み取り 29,000 

合計 214,544 

 

表３－２４ 各自治体の 2007 年度予算および予算に占める維持管理費割合 

 Beita 村 Wadi Fara’a

村 

Beit Dajan村 Al Fara’a 難

民キャンプ 

汚水汲み取り費(NIS) 29,000 29,000 29,000 29,000

2007年度予算(NIS) 6,745,068 1,370,218 1,460,395 6,315,421

予算に占める汚水汲

取り費(%) 

0.42 2.12 1.99 0.46
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

４－１ プロジェクトの効果 

 本プロジェクトではナブルス、トゥバス、およびジェリコの 3 県において、計画対象の 5

校に 69 教室および理科実験室をはじめとする特別教室、教員室等の事務関連室およびトイ

レを建設する。また、家具および教育機材も併せて調達する。本プロジェクトの実施によ

る効果は下記のとおり整理される。 

 

表４－１ プロジェクトの効果 

現状と課題 
協力対象事業での 

対策 
直接効果 間接効果 

現在 2部制を採用し

ている 2校の午前の

部または午後の部

を移転・収容する

為、学校施設を新築

する。 
（計 32 教室） 
 

2 部制が解消され

る。 
現在 2 部制を強いら

れている 1,750 人が

1 部制で授業を受け

られるようになる。

＊生徒の成績・士

気が向上する。 
 
＊学校運営が円

滑になる。 
 
＊生徒・教職員お

よび家族の生活

時間帯が通常通

りに戻る。 

1. 教室不足のため、2 部

制を採用する学校

や、近い将来 2 部制

を採用せざるをえな

い学校がある。 
 
<現在 2 部制採用校> 
・Beita 校 
・Wadi Fara’a 校 
 
<将来 2 部制採用校> 
・Beit Dajan 校1 
・Jericho 校2 

我が国の援助がな

ければ近い将来 2部

制に移行する 2校に

対して、それぞれ学

校施設を増築また

は移転新築する。 
（計 28 教室） 

1 部制が維持され

る。850 人が将来的

にも 1 部制での授業

を保障される。 

＊ジェリコ市で

は西側にのみ公

立学校が存在し

ているが、Jericho
校を市の東側に

移転新築するこ

とにより、東側在

住の生徒の通学

距離・通学時間が

短縮される。 

2. 他の施設を借用して

運営しており、借用

施設ではカリキュラ

ム通りの授業が行え

ない学校がある。 
 
<他施設借用校> 
・Jericho 校 
・Al-Fara’a 校 

 

他施設借用校に対

して、普通教室のほ

か、理科実験室、コ

ンピューター室、図

書室等の特別教室

を含んだ学校施設

を新築する。 

カリキュラム通りの

授業が行えるように

なる。 
標準サイズに満たな

い矮小教室が解消で

きる。 

＊生徒の成績・士

気が向上する。 

 

                                                 

1 Beit Dajan校の老朽施設を取り壊せば、残った校舎で 2部制を敷かざるを得ない。 
2 Jericho校が校舎借用を取り止めれば、その生徒を収容する為にジェリコ市内の他の学校が2部制になる。 
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４－２ 課題・提言 

 

４－２－１ 相手国側の取り組むべき課題・提言 

 本プロジェクトによって整備される施設が継続的かつ有効に使用されるために、主管官

庁であり実施機関でもある MEHE が取り組むべき課題は以下のとおりである。 

 

• 本プロジェクトによって増設・移転される教室に対して適正な人数の生徒を受け入れ

適切なクラス編成を行う。 

• 本プロジェクトによって増築・新築移転される校舎に対して、必要な運営・維持管理

費を割り当てる。特に 5 年、10 年に一度、比較的多額な再塗装工事が必要となるた

め、特別の予算措置を行う。 

• 汚水の汲取りを関係自治体が継続して行うよう指導・モニタリングを続ける。 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

 本プロジェクトは以下の理由により我が国の無償資金協力による協力対象事業の実施が

妥当であると判断される。 

 

• 本プロジェクトの裨益対象はパレスチナの公立学校生徒など一般市民である。 

• 本プロジェクトのプロジェクト目標はパレスチナの教育施設の新築移転・建替えを通

じて学習環境を改善することであり、我が国無償資金協力の目的である BHN、教育

および人造りに合致する。 

• 本プロジェクト計画対象校は、パレスチナ独自の資金と人材、技術で運営・維持管理

を行うことができる。また、本プロジェクトの実施には過度に高度な技術を必要とし

ない。 

• 本プロジェクトの内容は「パレスチナ復興開発計画」および「教育 5 カ年計画

(2007-2011)」の戦略・政策に資する計画である。 

• 本プロジェクト実施には収益性を伴わない。 

• 本プロジェクトの実施に伴う社会面・環境面での負の影響がほとんどない。 

• 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であ

る。 

 

４－４ 結論 

本プロジェクトは前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広

くパレスチナ住民の BHN の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対

して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェ

クトの運営・維持管理についてもパレスチナ側体制は人員・資金ともに可能な範囲である

ため問題ないと考えられ、本プロジェクトは円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 

 



１．調査団員氏名・所属 

 

(1) 概略設計調査（平成 20 年 5 月 17 日～平成 20 年 6 月 20 日） 

氏名 業務内容 所属 

岡本 茂 団長 独立行政法人 国際協力機構  

資金協力支援部準備室 審議役 

安田 智幸 計画管理 独立行政法人 国際協力機構  

資金協力支援部準備室 業務監理第二課 主任

道川 久文 業務主任/建築計画/教育計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

毛利 信弘 建築設計 株式会社 毛利建築設計事務所 

吉澤 博幸 施工計画/調達事情/積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

高橋 美奈子 業務調整/教育計画 II 株式会社 毛利建築設計事務所 

山本 晋一 建築設計 II 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

(2) 概要説明調査（平成 20 年 10 月 9 日～平成 20 年 10 月 23 日） 

氏名 業務内容 所属 

小林 勤 団長 独立行政法人 国際協力機構  

パレスチナ事務所 次長 

安田 智幸 計画管理 独立行政法人 国際協力機構  

資金協力支援部 実施監理第二課 調査役 

前田 憲次 調達監理 財団法人 日本国際協力システム 

業務第一部 施設第二課 課長補佐 

道川 久文 業務主任/建築計画/教育計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

吉澤 博幸 施工計画/調達事情/積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

（3）入札図書参考資料説明（平成 21 年 1 月 30 日～平成 21 年 2 月 7 日） 

氏名 業務内容 所属 

道川 久文 業務主任/建築計画/教育計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

毛利 信弘 建築設計 株式会社 毛利建築設計事務所 

吉澤 博幸 施工計画/調達事情/積算 株式会社 毛利建築設計事務所 

 



２．調査行程 

(1) 概略設計調査（平成 20 年 5 月 17 日～平成 20 年 6 月 20 日） 
日時 A C C D E Ｆ Ｇ

団長／総括 計画管理
業務主任／建築計画／

教育計画
建築設計

施工計画／調達事情／
積算

教育計画II

（自主補強）

建築設計II

（自主補強）

岡本茂 安田智幸 道川久文 毛利　信弘 吉澤　博幸 高橋美奈子 山本晋一

8日間 8日間 35日間 29日間 35日間 36日間 19日間

0 5/16 金 成田 →

1 5/17 土 成田 →　テルアビブ →　テルアビブ

2 5/18 日

3 5/19 月

4 5/20 火 現地再委託（I)業務 Cに同行

5 5/21 水 現地再委託（I)業務 Cに同行

6 5/22 木 施工積算関連調査 Cに同行

7 5/23 金 成田 →　パリ 資料整理 Cに同行

8 5/24 土 テルアビブ　?　パリ 団内協議 パリ　→　テルアビブ

9 5/25 日 施工積算関連調査 Cに同行

10 5/26 月 ラマッラ積算関連調査 Cに同行

11 5/27 火 ラマッラ積算関連調査 教育関連調査

12 5/28 水 ナブルス積算関連調査 教育関連調査

13 5/29 木 ラマッラ積算関連調査 教育関連調査

14 5/30 金

15 5/31 土

16 6/1 日
現地コンサルタント調
査

ラマッラ積算関連調査 教育関連調査 成田 →　テルアビブ

17 6/2 月 テルアビブ→ラマッラ

18 6/3 火

19 6/4 水

20 6/5 木

21 6/6 金

22 6/7 土

23 6/8 日

24 6/9 月

25 6/10 火 積算関連調査 教育関連調査 Cに同行

26 6/11 水 積算関連調査 教育関連調査 Cに同行

27 6/12 木 教育省協議 教育関連調査 Cに同行

28 6/13 金

29 6/14 土 Cに同行

30 6/15 日 教育省協議 Cに同行 Cに同行

31 6/16 月 施工積算関連追加調査 Cに同行 Cに同行

32 6/17 火 施工積算関連追加調査 Cに同行 Cに同行

33 6/18 水 テルアビブ→アムステルダム

34 6/19 木 アムステルダム→成田

35 6/20 金

Cに同行

日本大使館、JIＣA事務所報告（テルアビブ）

サイト調査　(Al-Zubeidat, Jericho)

サイト調査 (Baita, South Nablus)

在イスラエル日本大使館表敬、JICAパレスチナ事務所表敬（テルアビ
ブ）、ラマッラに移動

サイト視察（ジェリコ、トゥバス）

ミニッツ署名

団内協議

他ドナー調査(KFW)

他ドナー調査(EU)

団内協議

サイト視察（ナブルス）

JICA

サイト調査 (Beit Dajan, Nablus)

コンサルタント

サイト調査準備

資料整理

ナブルスコンサルタント調査・類似案件視察

現地コンサルタント調査

他ドナー調査(ノルウェィ)

教育・高等教育庁協議（ラマッラ）、類似案件視察

現地再委託（I)業務

配置案作成

サイト調査 (Al Fara'a, Tubas)

サイト調査　(Jericho, Jericho)

配置案作成

サイト調査　(Wadi Fara'a)

テルアビブ　→　パリ

パリ　→　成田

成田 →　テルアビブ

団内協議

資料整理

現地再委託（I)業務

大使館、JICA報告

教育省協議、フィールドレポート署名

追加調査

フィールドレポート案作成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(2) 概要説明調査（平成 20 年 10 月 9 日～平成 20 年 10 月 23 日） 

小林　勤
Mr. Kobayashi

安田　智幸
Mr. Yasuda

前田　憲次
Mr. Maeda

道川　久文
Mr. Michikawa

吉澤　博幸
Mr. Yoshizawa

団長（現地）
 Leader

計画管理
Planning Management

調達監理
Procurement Management

(JICS)

(a) 業務主任/建築計画
/教育事情

Project
Manager/Construction

Planning/Education
Planning

(b) 施工計画/積算
Architectural Design

10月9日 木

9-Oct Th

10月10日 金

10-Oct Fr

10月11日 土

11-Oct Sa

10月12日 日

12-Oct Su

10月13日 月

13-Oct Mo

10月14日 火

14-Oct Tu

10月15日 水

15-Oct We

10月16日 木

16-Oct Th
補足調査
(Additional Survey)

10月17日 金

17-Oct Fr

10月18日 土

18-Oct Sa

10月19日 日

19-Oct Su
補足調査
 (Additional Survey)

10月20日 月

20-Oct Mo
テルアビブ(ＴＬＶ)15:45 → フランクフル
ト (FRA)20:00 LH687

10月21日 火

21-Oct Tu

10月22日 水
22-Oct We

10月23日 木
23-Oct We

フランクフルト (FRA) 20:45

→成田着 (NRT) 14:50 NH210

13

2

7

8

現地再委託業務
 (Sub Consultant

negotiation)

1

官団員 (Official Members)

12

AM 教育庁表敬/協議 (Meeting　with MEHE)
現地再委託業務 (Sub Consultant negotiation)

11:00 教育庁表敬/協議 (Courtesy call to MEHE, Explanation on DBD, M/D Discussion)
14:00 ミニッツ協議  (M/D Discussion)

08:00 テルアビブ　→　ラマラ (Transfer Tel Aviv → Ram Allah） 教育省協議 (Meeting　with MEHE)

公共事業庁中央入札局 (Central Tender Department, if
it's necessary),
コンサルタント協会、建設業協会  (Meeting with
Engineers Association & Contractors Union )
教育省補足協議 (Additional Meeting　with MEHE)

9

3

フランクフルト(FRA)10:15　→　テルアビ
ブ(TLV)14:00 LH686
16:00 ＪＩＣＡ表敬(Courtesy call to JICA)

成田 (NRT)11:35 → フランクフルト（ＦＲ
A）16:35 NH209

4

5

6
補足調査
(Additional Survey)

コンサルタント (Consultants)

成田 (NRT) 13:00 → フランクフルト (FRA) 18:00 JL407

フランクフルト (FRA)10:15 →　テルアビブ(TLV) 14:00 LH686
16:00 ＪＩＣＡ表敬(Courtesy call to JICA)

移動：テルアビブ　→　ジェリコ→ラマラ）　ジェリコサイト視察
(Transfer Tel Aviv → Jericho　→　Ramallah）　Inspection for Jericho site

15 成田着 (NRT) 15:00 JL 408

サイト調査4校　(Site Survey for 4 schools)

ラマラ　→　テルアビブ ( Ram Allah Transfer →Tel Aviv）
テルアビブ(ＴＬＶ) 15:45 → フランクフルト (FRA) 20:00 LH687

09:00 計画庁および教育庁協議 (M/D Discussion, MOP＆MEHE)
12:00 ミニッツ署名 (Signing Minutes)

フランクフルト (FRA) 21:00 →14

10

11
ラマラ（Ram Allah)→テルアビブ（Tel Aviv)

資料整理 (data analysis)

09:00 大使館報告 (Report to EOJ)
10:00 JICA報告 (Report to JICA)

12:00　教育庁補足協議 (Additional Meeting　with MEHE)

教育省設計協議 (Meeting　on Design with MEHE)
現地再委託業務 (Sub Consultant negotiation)

補足調査
(Additional Survey)

教育省設計協議 (Meeting　on Design with MEHE)
機材補足調査（Additional survey for Equipment)

現地コンサリタントと打ち合せ　(Meeting with Local
Consultant)

 



（3）入札図書参考資料説明（平成 21 年 1 月 30 日～平成 21 年 2 月 7 日） 

道川　久文
Mr. Michikawa

毛利　信弘
Mr. Ｍｏｈｒｉ

吉澤　博幸
Mr. Yoshizawa

(a) 業務主任/建築計画
/教育事情

Project Manager/
Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒａｌ Planning/

Education Planning

(b) 建築設計
Architectural Design

(b) 施工計画/調達事情/
積算

Construction ＆
Procurement Planning/

Cost Estimate

1月30日 金

31-Jan Fr

1月31日 土

31-Jan Sa

2月1日 日

1-Feb Su

2月2日 月

2-Feb Mo

2月3日 火

3-Feb Tu

2月4日 水

4-Feb We

2月5日 木

5-Feb Th

2月6日 金

6-Feb Fr

2月7日 土

7-Feb Sa

6

3

4

テクニカルノート署名
 (Signing the Technical Notes)

フランクフルト (FRA) 1005 (LH686) 1450 テルアビブ(TLV)
移動：テルアビブ　→　ラマラ (Transfer Tel Aviv → Ram Allah）

コンサルタント (Consultants)

1 成田 (NRT) 1330 (JL407) 1745 フランクフルト (FRA)

移動：ラマラ→テルアビブ (Ram Allah → Tel Aviv）
JICA / 大使館報告 (Report to JICA / EOJ)
テルアビブ(ＴＬＶ) 1635 (LH687) 2000 フランクフルト (FRA)

9

7

8 フランクフルト (FRA) 2025 (JL408)→

→1550 成田着 (NRT)

現地コンサルタントと打ち合せ(Meeting with Local Consultant)

2

5

教育省に入札参考資料説明 (Explanation of Draft Tender Documents to MEHE)

教育省協議 ( Discussion with MEHE on Technical Notes)

 



３．関係者（面会者）リスト 

 

Ministry of Education and Higher Education    

Ms. Laime Mustafa Alami  Minister 

Mr. Fawaz Mujahed Director General, Buildings  

Mr. Fakhri Safadi Director of Engineering 

Mr. Abdul Salan Director, School Building Services 

Ms. Wisam Nakhleh Head, Division of Projects/Building 

Ms. Khawla Shihadeh Head, Division of Design  

Ms. Sarab Omar Architectural Engineer 

Mr. Samer Mousa Electrical Engineer 

Ms. Rowaida Shaker Structural Engineer 

Ms. Hedab Omar Structural Engineer 

Mr. Khaled Edwan Staff, Engineering Building Department 

Mr. Rami Ismail  Engineer 

Mr. Jehad A Draidi Acting Director General of Projects 

Building 

Section 

Mr. Sai’d Jawhari Acting Head of Supervision Section 

Ms. Hana A. Abu Hijleh Director, Procurement and Tendering 

Mr. Nida Abu Baker Staff, Procurement Section 

Mr. Mahmoud Dawod Director, Equipment 

Mr. Hussein M. Manssor Acting Director General, Supplies 

Mr. Yahya Shawa Maeh Head, Division of Planning 

Mr. Munjid Suleiman Head, Division of Statistics 

Mr. Mahdi. M F Hamdan Head, Division of School Map 

Ms. Sara Hammoudeh Director, Budget 

Mr. Mustafa M. Al-Odeh Vice Director General, Administrative 

Affairs 

Mr. Iyad M. Abuarrah Director, Department of Authentication 

Mr. Faiz Sulieman Director of Distribution 

Mr. Kamal Bawatna Director of Textbook and Printing 

Mr. Taleb H. Mohammad Director, Computer Center 

Mr. Mohammad Qalalwa Director of Supplies Dept.  

 

Ministry of Planning   

Dr. Cairo Arafat Director General 

Mr. Ibrahim Abdulrahim Director General  



 

Ministry of Public Works and Housing 

Mr. Bassam Jaber Director of Central Tendering Department 

Ministry of Local Government 

Mr. Fawaz Rabaia General Coordinator, JICA Projects 

 

Directorate of Education, Nablus 

Mrs. Sanar Akkob Director of Education  

Mr. Hussain Abdulhaq Head, Dept of Engineering  

Ms. Samar Qadi PR Responsible  

Mr. Tayseir Mohammad Abu Wardeh Headmaster of Beit Dajan School 

Ms. Abeer Hanani Teacher 

Ms. Samar Hanaysheh Teacher 

 

Directorate of Education, South Nablus 

Mr. Mohammad Awwad Director of Education  

Mr. Ismail Faleh Head, Division of Planning 

Mr. Nazmi Yusuf Dweikaf Headmaster, Baita Basic Boys School 

Ms. Suhair Issa Saeed Jaber Headmistress, Baita Basic Co-ed School 

 

Directorate of Education, Tubas 

Mr. Iyad Mohammad Ahnarrar Director of Education 

Mr. Yassin Abdul-latief Banymatter Headmaster, Al-Fara’a Secondary School 

Mr. Nasser Abu Kishk Teacher, Fara’a Basic School 

 

Directorate of Education, Jericho 

Mr. Mohammad A. El-Hawwash Director of Education, Jericho 

Ms. Amal Johar Civil Engineer, Educational Directorate of 

Jericho 

Ms. Fadia Omran Statistics and Planning 

Mr. Imad Jabeh - 

Mr. Taiseer Saeed Deraghmeh Headmaster, Al-Buhtari Boys School 

Ms. Hana Saleem Zubeidat Headmaster, Al-Zubeidat Girls School 

 

Bait Dajan (Nablus)   

Mr. Nasser Abu-Jeesh Mayor of Beit Dajan  



 

Beita (Nablus)  

Mr. Arab Shurafa Head of Municipality  

Al-Fara’a (Tubas)   

Mr. Basem Zakarnel  Directorate Engineer 

Mr. Nedal Sawalmeh Officer of Local Committee 

Mr. Husni Mohammad Zahran  Engineering Dep. Ministry of Local 

Government 

 

Jericho Municipality (Jericho)  

Mr. Hassan Saleh Mayor 

Ms. Samar Zaina Head of Planning Project Section 

Mr. Mohammad Fetiane Head of Executing Department 

Mr. Adnan Hammad Council Member 

Ms. Dima Qasen - 

 

Al-Zubeidat Villege (Jericho) 

Mr. Hassan Jarmi Council Member 

Mr. Asmail Zubeidat Council Member 

 

Palestinian Contractors Union – Jerusalem 

Mr. Samih Tubeileh Senior Vice President 

Mr. Naser Osaily  Vice President  

Mr. Adel Odah Chairman 

Mr. Adel O. Bader General Secretary 

Mr. Jiries H. Attalla Board Member 

Mr. Mamdouh Al Saber Board Member 

 

Engineers Association – Jerusalem Center 

Mr. Marwan K. Jum’a Chairman 

Mr. Faisal Diab Director, Tech. Affairs Dept 

Mr. Eyad Bakeer Chairman Engineering Offices Board 

 

Islamic Development Bank 

Dr. Jawad Naji Deputy Minister 

Dr. Naser Jaber Rayyan Senior Business Advisor 



Mr. Abdel Rahman Shtayeh Engineer 

 

EU 

Mr. Osama Bazour Procurement Expert 

 

KfW 

Ms. Nadia Shabana Program Officer 

 

The Representative Office of Norway to the Palestinian Authority 

Ms. Grate Løchen Deputy Representative/Counselor 

Ms. Signe Marie Breivik Programme Advisor  

 

在イスラエル日本国大使館   

松田 邦紀 公使 

西岡 達史 一等書記官 

光本 政彦 二等書記官 

田中 香織 二等書記官 

 

在パレスチナ日本政府代表事務所 

Mr. Tetsushi Kondo Head 

 

JICA イスラエル事務所 

小池 誠一 所長 

小林 勤 次長 

岩崎 明宏 所員 

酒本 和彦 所員 

岩瀬 英明 企画調査員 

水谷 徹哉 企画調査員 

 

JICA フィールドオフィス（ラマッラ） 

Dr. Nawahda Amin Project Coordinator 

 

JICA フィールドオフィス（ジェリコ） 

Dr. Abed Al-Naser Makky Coordinator 

 















































































5. 事業事前計画表（概略設計時） 

 

１．案件名 

パレスチナ ヨルダン川西岸地区学校建設計画 

２．要請の背景 

パレスチナでは、教育分野を将来のパレスチナ独立の礎となる人材を育成する為の重点

分野として位置づけている。2007 年末に発表された「パレスチナ復興開発計画

（2008-2010）」、および「教育 5 カ年計画(2007－2011)」では共に、①教育アクセスの向上、

②教育の質の向上、③教育行政の改善を目標とし具体的な行動および予算計画を策定して

いる。特に、教育アクセスの向上に関しては、基礎教育、中等教育の就学率をそれぞれ 99％

及び 98％まで引き上げると明確な目標を定めている。 

本プロジェクトが対象とするヨルダン川西岸地区では 2002/3~2006/7 年度の 5 年間で基

礎・中等教育就学者が毎年平均 2.6%増加している。特に、中等教育の就学者数の増加が著

しく毎年平均 8.7％ 増加している。この就学者増に対して、学校建設は追いついておらず、

ヨルダン川西岸地区では多くの学校が一般の建物を間借りするか、2 部制を敷いて人口増に

対応している。こうした間借りの建物は、本来教育目的の施設ではないため、理科実験室

やコンピューター室等が整備されておらずカリキュラムに沿った教育が出来ていないな

ど、教育の質の向上の大きな阻害要因となっている。また、2 部制は授業時間が制限される

ため、これもまた教育の質向上に対する阻害要因となっている。 

こうした状況の下、本プロジェクトはヨルダン川西岸地区の教育の質が改善されること

を上位目標とし、同地域の 5 サイトの教育施設の整備を行うものである。なお、最終的に

実施されるサイト数は詳細設計段階で決定される。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標 

協力対象サイトにおいて、2 部制解消、1 部制維持、老朽校舎使用停止および借用校舎

解消が達成される。直接裨益対象者は協力対象サイトである Beita 校、Wadi Fara 校、Beit 

Dajan 校、Jericho 校、Al Fara’a 校にて学習する全生徒 2,900 人である。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

１）協力対象サイトにおいて、教室・特別教室・事務緒室・トイレ、および学校家具・

機材が整備される。 

２）協力対象サイトに学校が移転され、学校運営体制が整備される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

１）協力対象サイトの教室・特別教室・事務緒室・トイレを建設する。 

２）協力対象サイトの学校家具・教育機材を調達する。 

３）上記新築施設にて学校教育を行う。 

(4) 投入（インプット） 

１）日本側（＝本案件）：無償資金協力 9.04億円 



２）パレスチナ側 

  （ア）協力対象サイトの教職員配置 

  （イ）協力対象サイトの運営・維持管理費 

(5) 実施体制 

主管官庁及び実施機関：パレスチナ教育・高等教育庁 

４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

ヨルダン川西岸地区内のナブルス県、トゥバス県、ジェリコ県の合計 5 サイト 

(2) 概要 

１）造成・外構工事を行う。 

２）教室・特別教室・事務緒室・トイレを建設する。 

３）学校家具・教育機材を調達する。 

(3) 相手国側負担事項 

１）建設用地の確保 

２）既存施設および障害物の解体撤去工事 

(4) 概略事業費 

概略事業費 9.16億円（無償資金協力 9.04億円、パレスチナ側負担 0.12億円） 

(5) 工期 

調達代理契約、入札期間を含め約 24ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

特になし 

５．外部要因リスク 

現在、小康状態にあるイスラエル‐パレスチナ関係が悪化しない 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト計画全体の事後評価に係わる提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項目 2008 年（実施前） 2011 年（実施後） 

2 部制実施、あるいは近い将来

2 部制実施に移行する学校数 

4 0 

校舎を借用している学校数 2 0 

(2) その他の成果指標 

特になし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降（協力対象施設竣工後） 
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